復興支援ツアー誘致事業助成金交付要綱
（趣旨）

第１条　一般社団法人南相馬観光協会（以下、「観光協会」という。）は、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災並びに東京電力福島第１原子力発電所事故により甚大な被害を受けた南相馬市にあって、市外等から観光客を呼び込み、地域経済の復興を図るため、南相馬市の観光を目的とするツアーを企画・実施する旅行事業者に対し、この要綱の定めるところにより、予算の範囲内で助成金を交付するものとする。
（助成対象者）

第2条 助成金交付の対象となる旅行事業者は、旅行業法（昭和27年法律第239

号）の規定に基づき関係行政機関に登録を行っている旅行業者及び旅行代理

業者とする。

（助成の条件）

第３条　助成金の交付対象となる復興支援ツアーは、次の各号のいずれにも該当するものとする。
　（１）旅行事業者はツアー実施前に、申請書及び観光ルートを提出すること

（２）観光協会が指定する市内観光スポットを２箇所以上見学すること

　（３）本市に宿泊しない場合、昼食は市内の飲食業者を利用すること

（４）１回申請につき、ツアー客が１０名以上であること

　（５）ツアー実施後に完了報告書の提出があること

　（６）アンケート調査に協力できること

　（７）政治的活動、宗教的活動を目的とするものでないこと

（助成金額）

第４条　観光協会は、旅行事業者に対し、予算の範囲内で、ツアー料金の助成として１人あたり２，０００円を交付するものとする。
（申請）
第５条　助成金の交付を受けようとする者は、「復興支援ツアー助成金交付申請書（様式第１号）」をツアー実施前に申請し、併せて予定している市内観光ルートを提出するものとする。

（申請の受付）
第６条　観光協会は、助成金の交付を受けようとする者から申請があった場合、内容を精査し、助成金の交付条件を満たすと認められるときは、「復興支援ツアー認定通知書（様式第２号）」を交付するものとする。なお、先着順で申請を受け付けることとし、予算枠を超えた時点で受付を終了するものとする。

（報告）

第７条　助成金の交付を受けようとする者は、ツアー終了後１４日以内に「復興支援ツアー完了報告書（様式第３号）（以下、「完了報告書」という）」に、活動の状況がわかる書類を添えて提出しなければならない。また、必要に応じて次に揚げる書類を添えて、提出するものとする。

（１）その他会長が必要と認める書類
（活動内容の変更）

第８条　認定を受けた旅行事業者が、その活動の内容を変更する場合は、「復興支援ツアー認定変更申請書（様式第４号）を観光協会に提出し、承認を受けなければならない。

（活動の中止）

第９条　認定を受けた旅行事業者が、その活動を中止する場合は、「復興支援ツアー中止届出書（様式第５号）」を観光協会に提出しなければならない。

（助成金の支払）
第１０条　観光協会は、完了報告書を精査した結果、交付条件を満たすと認められるときは、完了報告書の提出を受けた日から起算して３０日以内に、助成金を支払うものとする。

（助成金の返還）

第１１条　観光協会は、助成金の交付を受けた旅行事業者がこの要綱、又は交付申請書等に虚偽の記載をしたときには、認定及び助成金の決定を取り消し、既に交付した助成金の全部または一部を返還させることができるものとする。

（その他）

第１２条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は観光協会会長が定める。

附則

　この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 
